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１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

基本料金

超過料金

＜料金表＞

一 般 用

集 合 用

臨 時 用

休 止 用

蟹江町水道事業経営戦略

団 体 名 ： 蟹江町

事 業 名 ： 蟹江町水道事業

水 源 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

施 設 数
浄水場設置数 2

管 路 延 長 199

千ｍ配水池設置数 5

料 金 体 系 の

概 要 ・ 考 え 方

策 定 日 ：

計 画 期 間 ： ～

法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）

・ 非 適 の 区 分
法適用（全部）　昭和46年4月1日

現 在 給 水 人 口 35,651

有 収 水 量 密 度 3.46

料 金 改 定 年 月 日

（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）
平 成 20 年 4 月 1 日

用途別
基本料金(～10m3) 超過料金

１か月につき 11～20m3 21～40m3 41m3～

3,250円 350円/m3

（メーター13mm)450円 ―

年度

事業の現況

供 用 開 始 年 月 日 昭和46年4月1日 計 画 給 水 人 口 41,500

概要
各使用者が水使用の有無にかかわらず徴収される料金です。

実使用水量に単位水量にあたりの価格を乗じて算定して徴収される料金です。

施 設 能 力 18,500 ㎥／日 施 設 利 用 率 65.98

料金体系
使用者の料金負担の公平性を図る観点から基本料金と超過料金の2部料金制を採用しています。

（料金の算定は、水道料金算定要領に基づく総括原価方式を採用）

1,150円 160円/m3 180円/m3 210円/m3

1,150円 160円/m3 180円/m3 210円/m3

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他
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④ 組　織

　蟹江町水道事業に係る事務は、水道課において所掌しており、３つの係で組織しています。

＜組織体制＞

＜職員数・職種・年齢構成等＞

年齢層別 職員数 職種別 職員数

51～60歳 １人 技術職 １人

41～50歳 ２人 事務職 ４人

31～40歳 ２人

合計 ５人 ５人

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

これまでの主な経営健全化の取組

広 域 化 の 推 進
①民間委託の推進による事務事業の合理化を図りました。

②愛知県水道広域化研究会議に参加し広域化の推進に努めています。

経 営 比 較 分 析 表

経営比較分析表は別紙1のとおりです。

現時点では、経常収支比率等の経営指標が良好な値で推移しており、経営の健全性、効率性は保たれていますが、今後は、給水人口の減少に伴う

給水収益の減少及び施設の老朽化対策等に多額の投資が見込まれるため、厳しい経営環境になると予想されます。

経 費 の 節 減
①管路の布設深度の適正化などにより工事費の削減を図りました。

②職員数を減らすことで人件費の削減を図りました。

経 営 の 合 理 化
①口座振替の勧奨や電話での納付督促、催告書での通知により徴収率の向上に努めてきました。

②自己水源休止による経営の効率化を図りました。

財
務
係

業
務
係

総
務
係

水道課長

水道係長
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２．将来の事業環境

（１）

（２）

①　計画給水量の推計

　計画期間内の水需要の予測は以下の方式により推計しました。

生 活 用 水

業 務 営 業

工 場 用 水

そ の 他 用

給水人口の予測

行 政 区 域 内 人 口 行政区域内人口の推計は、令和3年3月に改定した蟹江町人口ビジョンに過去10年間の実績からの傾向を踏まえて推計を行いました。

給 水 区 域 内 人 口 給水区域内人口は、行政区域内人口と傾向曲線が類似するよう推計を行いました。

計 画 給 水 人 口 計画給水人口は、計画行政区域内人口に直近給水普及率(97%)を乗じて設定しました。

計 画 給 水 戸 数
構成人数（給水人口/給水戸数）は、人口減少に伴い、減少傾向にあります。過去10年間の動向から時系列傾向分析により推計した結果、相関係

数の大きい「べき曲線」の式を採用しました。計画給水戸数は、計画給水人口に構成人数を乗じて算出しました。

相関係数及び標準偏差が最も適合している「べき曲線」を採用しました。

相関係数及び標準偏差が最も適合している「べき曲線」を採用しました。

1 日 平 均 給 水 量 有収水量を計画有収率で除して算定しました。

1 日 最 大 配 水 量 １日平均給水量を計画負荷率で除して算定しました。

水需要の予測

計 画 給 水 量
過去3か年の実績値をもとに1日平均用途別有収水量を時系列分析法により推計し、これらを合計して1日平均有収水量を計画しました。この有収

水量の推計値をもとに、有収率、有効率、負荷率の計画値を設定して計画給水量の算定を行いました。

用途別有収水

量

生活用水原単位（１人１日平均使用水量）は直近実績が継続すると推定し、１日平均使用水量は原単位に計画給水人口を乗じて推計しました。

相関係数及び標準偏差が最も適合している「べき曲線」を採用しました。

年 間 有 収 水 量 １日平均有収水量に年間日数を乗じて算定しました。

年 間 総 配 水 量 １日平均給水量に年間日数を乗じて算定しました。

県 水 受 水 量
県水依存率が100%であるため、過去3か年の実績値をもとに有収水量に対する県水受水量の割合を算出し、この割合に1日有収水量及び年間日数

を乗じて、年間県水受水量としました。
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②　超長期水需要の見通し

　超長期水需要の推計は、①計画給水量の推計と同じ推計式を用いて将来40年後まで延長して推計を行いました。

　推計結果は下図に示すとおりです。

4



（３） 料金収入及び施設規模の見通し

①　料金収入の見通し

　料金収入は、水需要の減少による有収水量の減少が見込まれるため、現行の料金体系のままでは減少傾向となります。

　2020年度、2023年度の給水収益減少は、基本料金の減免（新型コロナウイルス感染症対策、エネルギー・食料品価格等の物価高騰対策）に伴うものです。

②　施設規模の見通し

　水需要は減少傾向となるため、施設規模は現在の規模で適正です。配水管路も現状どおり維持管理していきます。

（４）

（単位：人）

2024年度 2034年度 2044年度 2054年度 2064年度

技 術 職 員 1 2 2 2 2

事 務 職 員 4 3 3 3 3

技 能 職 員 0 0 0 0 0

合 計 5 5 5 5 5

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画）

①　収益的収支

　当初計画では計画期間について黒字見込みでしたが、給水収益の減少及び物価高騰による費用の増加等により今後は赤字基調となる見通しです。

　料金改定を検討しない場合の収支計画は下図のとおりです。計画期間の最終年度の2034年度には、約2.1億円の純損失となる見通しです。

組織の見通し

組 織 の 見 通 し 水道課の職員数は、令和６年度現在５名です。今後ともこの体制を維持していきます。

基 本 理 念

蟹江町水道事業が抱える諸課題を解消し、人口減少や施設の老朽化など水道を取り巻く環境の変化に的確に対応しつつ、「安全で安心な水がい

つでも安定して供給できる水道」という水道の理想像を実現するため、国土交通省の新水道ビジョンに示された｢安全｣、｢強靭｣、｢持続｣の観点

から、将来を見据えた蟹江町水道事業の基本理念を次のとおり設定します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　「くらしの安全・安心を支える蟹江の水道」
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②　資本的収支

　資本的収支についても、物価高騰による費用の増加等により、当初計画より収支が悪化する見通しです。

　料金改定を検討しない場合の収支計画は下図のとおりです。

　企業債の発行は、今後必要とされる設備投資が実施できるよう、各年の電気設備投資見込額の約80～90％及び配水管設備投資見込額の約70％での新規発行を見込みました。

　公営企業では、収益的収支と資本的収支に分けて財政状況を把握する必要がありますが、資本的収支は建設改良費や企業債の償還等が主な支出であり、多くの場合、支出超過となります。

　そのため、資本的収支の不足額について、収益的収支で発生した余剰資金等の資金的裏付けがあることを説明する必要があり、その裏付けとなる財源を補てん財源といいます。

　この補てん財源の残額をグラフ「財源確保の見通し」に示しており、補てん財源の残額がマイナスになるということは、資金が枯渇していることを示します。

　管路の更新、耐震化などの設備投資が必要であり、資本的支出の増加により、2032年度には補てん財源の残額が不足する見通しです。
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　上述のとおり、第1章（2）の経営健全化の取組を実施しましたが、現行の料金体系では計画期間内に資金が不足する見込みであるため、料金改定を検討し、経営の改善に努めます。

　計画期間内の投資・財政計画は、別紙2のとおりです。

　料金改定後の収益的収支及び資本的収支は下図のとおり推移する見通しです。

①　収益的収支（料金改定反映後）

　料金改定反映後において、計画期間の最終年度の2034年度には、総収入が約9.9億円、純利益が約1.1億円まで改善する見通しです。

②　資本的収支（料金改定反映後）

　料金改定反映後において、計画期間の最終年度の2034年度の補てん財源の残額は、約16.3億円まで改善する見通しです。
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　有収率の令和5年度実績は86％であり、全国平均の89％を下回っています。引き続き修繕や更新工事を行い、漏水対策に努めることで、全国平均の水準を目指します。

＜超長期投資計画＞

　上記の目標による今後40年間における投資計画は下図のとおりです。年平均投資額は、約5.4億円、投資総額は約224億円となります。

-

＜収支計画に反映した取り組み＞

漏水対策などに努め、有収率90％の達成を目指します。

目標年限：2034年度
投 資 計 画 の 目 標 ①

投 資 計 画 の 目 標 ②
災害が発生した場合の被害を最小限に抑えるため、また、速やかな復旧が図れるよう基幹施設等の耐震化を実施します。

目標年限：2034年度までに基幹管路全体の45％の耐震化を目指しつつ、完了を目指します。

施 設 及 び 設 備 施設及び設備の新たな拡張は行わないため、既存施設の老朽更新のみを対象としました。

管 路
管路の整備計画は、老朽管更新、耐震化事業の2つの事業を対象としました。耐震化事業として基幹管路の耐震化を実施するとともに、配水ブ

ロック化、新規基幹管路によるループ化等の事業を同時進行で実施する計画としました。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

収支計画に反映した特段の取り組みはありませんが、施設の更新にあたっては、アセットマネジメントに基づいて水道施設の長寿命化及び事業費の平準化を図りつつ、必要に応じて民間活

用、施設の統廃合、愛知県水道広域化推進プランに基づく近隣事業との広域化等の検討を進め経営基盤の強化に努めていきます。

施 設 概 要
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　持続的な水道事業の経営には、収益的収支の黒字を維持するとともに、投資計画を着実に実施するための資金確保が必要です。

　災害発生時の断水を考慮し、少なくとも半年程度の事業継続のための資金確保が必要です。

　今後10年間の営業費用と企業債償還の1年あたり平均値は約7.8億円であることから、その半分に相当する4億円以上の補てん財源残額の確保を目指します。

　料金改定考慮前は、2024年度には補てん財源残額は4億円を下回り、2032年度には補てん財源残額が不足する見通しです。

　料金改定考慮後は、計画期間の最終年度である2034年度まで継続して4億円以上の補てん財源残額を確保できる見通しです。

　料金回収率は、給水原価に対する供給単価の割合で、100％を下回る場合は、給水にかかる費用を給水収益以外の収入で賄っている状態を示します。

　現行の料金体系のシミュレーションでは、計画期間において継続的に料金回収率100％を下回る見通しです。

　将来にわたって健全な経営を維持するために、料金改定率を100％以上となる料金改定を検討します。

＜収支計画に反映した取り組み＞

②　収支計画のうち財源についての説明

財 政 計 画 の 目 標 ①
災害発生に備えて、補てん財源残額4億円以上の水準を保持します。

目標年限：2034年度

財 政 計 画 の 目 標 ②
料金回収率100％

目標年限：2034年度

料 金 改 定

給水収益全体で、2026年度10月に25％、2031年度10月に25％となる料金改定を検討します。

計画期間の最終年度である2034年度に補てん財源残額4億円以上、料金回収率100％以上を達成するためには、全体でおよそ40％の改定が必要で

す。

一度に40％の改定をすることは使用者に多大な負担がかかることから、2回にわけて改定を検討します。また、40％改定では、計画期間後の

2035年度には料金回収率が100％を下回る見込みであるため、その後の事業継続も考慮し、2回目の改定も25％を前提に検討します。

企 業 債 今後予定される各年の電気設備投資見込額の約80～90％及び配水管設備投資見込額の約70％での新規発行を検討します。
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③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

職 員 給 与 費 人件費単価（直近3か年の実績値の平均値）×職員数

広 域 化 愛知県広域化研究会議に参加し、近隣事業体との広域連携や広域化などを検討していきます。

項 目 概 要

投 資 の 平 準 化 投資に必要な資金・人材を確保し合理化・効率化を図るため、アセットマネジメントの実施等により平準化を図ります。

広 域 化 の 推 進
県主催の愛知県広域化研究会議における討議を通じて、近隣事業体との広域連携や広域化の取組みを進め、現状の把握や課題を共有し、水道事

業の基盤強化に努めます。

項 目 概 要

資

本

的

収

支

2023年度までの取得資産：固定資産台帳の予定長期前受金戻入額に基づく

2024年度以降の取得資産：今後の投資計画を踏まえ個別に集計

2023年度までの取得資産：固定資産台帳の予定長期前受金戻入額に基づく

2024年度以降の取得資産：建設改良費の税抜額に耐用年数に応じて償却率を乗じた予定償却額

2023年度までの既発債：償還表に基づく

2024年度以降の新発債：償還期間30年、据置期間5年、金利2％、元金均等で試算

建 設 改 良 費

企 業 債

工 事 負 担 金

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化

（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）
需要量の動向等を見極めながら必要に応じて検討していきます。

そ の 他 の 取 組 引き続きその他経費の節減に努めます。

料 金
第4章（2）②のとおり、給水収益全体で、2026年度10月に25％、2031年度10月に25％となる料金改定を将来計画に反映しまし

た。

民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用

（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）
料金改定により、当分の間、健全経営が維持できる見通しですが、民間の能率的経営手法を検討していきます。

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実

（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等

に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

投資の合理化・効率化を図る観点から引き続き検討していきます。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合

（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）
需要量の動向等を見極めながら必要に応じて検討していきます。

そ の 他 の 取 組 引き続き経費の節減等を図り、経営の健全化に努めます。

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、

改 定 等 に 関 す る 事 項

毎年度の決算時に経営戦略の進捗状況等を評価し、その結果を翌年度の事業運営に反映させるＰＤＣＡサイクルを実践する予定で

す。

また、３～５年毎に社会環境の変化に対応した適切な経営戦略となっているかの検証を行い、必要に応じて経営戦略を改定するも

のとします。

企 業 債
第4章（2）②のとおり、今後予定される各年の電気設備投資見込額の約80～90％及び配水管設備投資見込額の約70％での新規発行

を将来計画に反映しました。

繰 入 金 基準内繰入金のほか、一般会計からの繰り入れは予定していません。

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る

収 入 増 加 の 取 組
引き続き資産の有効活用を図り、経営の健全化に努めます。

直近3か年の実績値の平均値

そ の 他

動 力 費 動力単価（直近10か年の実績値の最大値）×配水量

長 期 前 受 金 戻 入

減 価 償 却 費

支 払 利 息

2024年度以降の新発債：各年の電気設備投資見込額の約80～90％及び配水管設備投資見込額の約70％での起債を個別に集計

直近3か年の実績値の平均値

2023年度までの既発債：償還表に基づく

2024年度以降の新発債：償還期間30年、据置期間5年、金利2％、元金均等で試算

直近3か年の実績値の平均値

企 業 債 償 還 金

収

益

的

収

支

有収水量×供給単価

・有収水量は、第2章（2）①参照。

・供給単価は、直近3か年の実績値の平均値（減免考慮後））に第4章（2）②の料金改定幅を踏まえて算出。

受水単価（県営水道の料金改定を考慮）×受水量で算定しました。

直近3か年の実績値の平均値

料 金 収 入

修 繕 費

受 水 費

そ の 他

第4章（2）①参照
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